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〇 令和３年度は、新たな総合振興計画の計画初年度として、「上質な生活都市」、「東

日本の中枢都市」を目指すための重点戦略事業や分野別事業等を着実に進めてまい

りました。 

また、「新型コロナウイルス感染症と自然災害の対策」、「さいたま市誕生２０周年

を契機に新たな未来を拓く取組」、「新しい時代に対応した行政運営とＤＸの推進」

の３つを柱として、新型コロナウイルス感染症の拡大による難局を乗り越え、さい

たま市の新時代へ前進するための事業を実施してまいりました。 

 

 

 

○ この結果、一般会計歳入決算額は、６，５３８億６４百万円、対前年度比８．７％

の減、歳出決算額は、６，４０１億円、対前年度比９．１％の減となり、決算規模

は、昨年に続き過去２番目の規模となりました。 

また、特別会計歳入決算総額は、３，２０４億７１百万円、対前年度比２．８％

の増、歳出決算総額は、３，１７５億２６百万円、対前年度比３．２％の増となり

ました。 
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令和３年度 令和２年度 増減額 増減率

705,596 763,366 ▲ 57,771 ▲ 7.6
653,864 716,378 ▲ 62,514 ▲ 8.7
640,100 703,908 ▲ 63,808 ▲ 9.1
13,764 12,470 1,294 10.4
6,437 4,680 1,757 37.5
7,328 7,790 ▲ 462 ▲ 5.9
7,790 1,749 6,041 345.5

▲ 462 6,041 ▲ 6,504 ▲ 107.7

第２表　＜決算の推移＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円、％）

令和３年度　一般会計決算の概要

（注）金額については百万円単位のため増減額等が合わない場合があります。

　　　★　歳入は、地方交付税、市債が増加、国庫支出金が減少

　　　★　決算規模は、昨年度に次ぐ過去２番目を記録

　　　★　実質収支は、７３億２８百万円で、連続して黒字を達成

②歳　入　決　算　額　

③歳　出　決　算　額

④差引額（②－③）（形式収支額）

①予　算　現　額

⑦前年度実質収支額

⑧単年度収支額（⑥－⑦）

⑤翌年度へ繰り越すべき財源

⑥実質収支額（④－⑤）

第１表　＜収支状況＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区　　　　分

　（単位：百万円、％）

　　　★　歳出は、民生費・衛生費が増加、商工費が減少

１ 決算の特徴

歳入決算額 増減率 歳出決算額 増減率 ④形式収支額 ⑥実質収支額 ⑧単年度収支額

１３年度 289,721 － 276,756 － 12,965 8,149 －

１４年度 306,388 5.8% 300,661 8.6% 5,727 2,135 ▲ 6,014
１５年度 351,120 14.6% 334,784 11.3% 16,336 8,875 6,740

１６年度 377,528 7.5% 363,892 8.7% 13,636 10,149 1,274
１７年度 379,201 0.4% 364,083 0.1% 15,118 9,028 ▲ 1,121

１８年度 387,038 2.1% 375,009 3.0% 12,029 6,369 ▲ 2,659
１９年度 391,716 1.2% 379,389 1.2% 12,327 7,129 760

２０年度 425,712 8.7% 398,391 5.0% 27,321 5,155 ▲ 1,974

２１年度 428,660 0.7% 419,264 5.2% 9,396 5,565 410

２２年度 438,082 2.2% 427,562 2.0% 10,520 4,937 ▲ 628

２３年度 441,600 0.8% 429,015 0.3% 12,585 6,532 1,595

２４年度 437,975 ▲0.8% 426,048 ▲0.7% 11,927 4,509 ▲ 2,023

２５年度 446,694 2.0% 431,652 1.3% 15,042 6,095 1,586
２６年度 461,898 3.4% 450,375 4.3% 11,523 5,890 ▲ 205

２７年度 458,539 ▲0.7% 447,985 ▲0.5% 10,554 5,257 ▲ 633
２８年度 460,866 0.5% 451,185 0.7% 9,681 2,381 ▲ 2,876

２９年度 531,124 15.2% 522,806 15.9% 8,318 3,776 1,395
３０年度 542,051 2.1% 535,598 2.4% 6,453 1,478 ▲ 2,298

元年度 551,534 1.7% 545,551 1.9% 5,983 1,749 271

２年度 716,378 29.9% 703,908 29.0% 12,470 7,790 6,041

３年度 653,864 ▲8.7% 640,100 ▲9.1% 13,764 7,328 ▲462
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（単位：百万円、％）

金　額 構成比 金　額 構成比 増減額 増減率
１市税 273,787 41.9 274,686 38.3 ▲ 899 ▲ 0.3
２地方譲与税 2,980 0.5 2,901 0.4 78 2.7
３利子割交付金 159 0.0 191 0.0 ▲ 32 ▲ 16.8
４配当割交付金 1,569 0.2 1,014 0.1 555 54.7
５株式等譲渡所得割交付金 1,866 0.3 1,216 0.2 650 53.4
６分離課税所得割交付金 336 0.0 326 0.1 10 3.0
７法人事業税交付金 3,074 0.5 1,849 0.3 1,225 66.2
８地方消費税交付金 29,231 4.5 26,618 3.7 2,613 9.8
９ゴルフ場利用税交付金 65 0.0 57 0.0 8 13.3

※ 10自動車取得税交付金 0 0.0 0 0.0 0 皆増
11環境性能割交付金 554 0.1 573 0.1 ▲ 18 ▲ 3.2
12軽油引取税交付金 6,552 1.0 6,504 0.9 48 0.7
13地方特例交付金 3,218 0.5 2,123 0.3 1,095 51.6
14地方交付税 15,557 2.4 6,605 0.9 8,952 135.5
15交通安全対策特別交付金 324 0.0 330 0.1 ▲ 6 ▲ 1.8
16分担金及び負担金 3,128 0.5 2,692 0.4 436 16.2
17使用料及び手数料 7,028 1.1 6,880 1.0 148 2.2
18国庫支出金 160,382 24.5 249,913 34.9 ▲ 89,530 ▲ 35.8
19県支出金 28,844 4.4 28,139 3.9 704 2.5
20財産収入 1,224 0.2 1,266 0.2 ▲ 42 ▲ 3.3
21寄附金 324 0.0 290 0.0 34 11.8
22繰入金 725 0.1 2,082 0.3 ▲ 1,357 ▲ 65.2
23繰越金 12,470 1.9 5,983 0.8 6,487 108.4
24諸収入 44,861 6.9 45,185 6.3 ▲ 324 ▲ 0.7
25市債 55,606 8.5 48,955 6.8 6,651 13.6
歳入合計 653,864 100.0 716,378 100.0 ▲ 62,514 ▲ 8.7

　  地方交付税は、国税収入の補正（地方交付税法定率分の増）に伴い、普通交付税の増額交付が行わ

　　　れたことによる増（８９億３４百万円）等により、８９億５２百万円、１３５．５％の増となった。

　　　２６億１３百万円、９．８％の増となった。

　　補助金の増（１２１億２４百万円）等により、８９５億３０百万円、３５．８％の減となった。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※「10自動車取得税交付金」は、100万円未満の金額増

第３表　＜歳入状況＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　  繰越金は、新型コロナウイルス感染症の影響による、前年度繰越金の増（６４億８７百万円）等により、

　  市税は、個人市民税の減（▲４億８４百万円、▲０．４％）、　法人市民税の減（▲４億５１百万円、

　  国庫支出金は、特別定額給付金給付事業費補助金の皆減（▲１，３１６億６３百万円）、子育て世帯特別

款
令和３年度 令和２年度 前年度比較

（注）金額については百万円単位のため合計、増減額等が合わない場合があります。

　　　６４億８７百万円、１０８．４％の増となった。

　　　交通安全施設整備事業債の減（▲１５億１６百万円）等により、６６億５１百万円、１３．６％の増となった。

　  市債は、臨時財政対策債の増（１０６億２８百万円）、生活文化施設整備事業債の増(４６億６５百万円）

     事業所税の増（１億１７百万円、２．５％）等により、８億９９百万円、０．３％の減となった。

　  地方消費税交付金は、地方消費税の税率引き上げ等による、地方消費税収入額の増加により

　　▲２．３％）、固定資産税の減（▲６億１４百万円、▲０．７％）、 市たばこ税の増（５億２１百万円、７．２％）、

　　給付金給付事業費補助金の皆増（１９２億１７百万円）、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費

２ 歳入の主な特徴
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金　額 構成比 金　額 構成比 増減額 増減率

市民税　個人 134,764 49.2 135,248 49.2 ▲ 484 ▲ 0.4
市民税　法人 18,747 6.8 19,197 7.0 ▲ 451 ▲ 2.3

計 153,511 56.0 154,445 56.2 ▲ 934 ▲ 0.6
固定資産税 87,348 31.9 87,962 32.0 ▲ 614 ▲ 0.7
軽自動車税 1,570 0.6 1,498 0.6 72 4.8
市たばこ税 7,753 2.8 7,231 2.6 521 7.2
特別土地保有税 0 - 0 - 0 -
入湯税 3 0.0 3 0.0 0 9.0
事業所税 4,847 1.8 4,731 1.7 117 2.5
都市計画税 18,755 6.9 18,816 6.9 ▲ 60 ▲ 0.3

合　計 273,787 100.0 274,686 100.0 ▲ 899 ▲ 0.3
対歳入総額 653,864 41.9 716,378 38.3

　　　特例措置による減

　　　　

令和３年度 令和２年度
区分

前年度比較

（単位：百万円、％）

　　・ 都市計画税は、家屋の新型コロナウイルスに係る特例措置による減

（注）金額については百万円単位のため合計、増減額等が合わない場合があります。

第４表　＜市税内訳＞

　　・ 固定資産税は、土地の標準宅地の下落修正及び家屋・償却資産の新型コロナウイルスに係る

　　・ 市民税　法人は、税制改正により法人税割の税率が引き下げになったことによる減

　　・ 市民税　個人は、ふるさと納税の控除額の増加による減
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第５表　＜歳出状況（目的別）＞ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：百万円、％）

金　額 構成比 金　額 構成比 増減額 増減率

１議会費 1,576 0.3 1,549 0.2 27 1.7
２総務費 64,076 10.0 50,521 7.2 13,556 26.8
３民生費 240,254 37.5 211,349 30.0 28,905 13.7
４衛生費 64,116 10.0 41,039 5.8 23,077 56.2
５労働費 174 0.0 259 0.0 ▲ 85 ▲ 32.8
６農林水産業費 1,873 0.3 1,733 0.3 140 8.1
７商工費 37,889 5.9 172,387 24.5 ▲ 134,498 ▲ 78.0
８土木費 64,602 10.1 64,389 9.2 213 0.3
９消防費 17,944 2.8 16,509 2.3 1,435 8.7
10教育費 93,098 14.6 89,432 12.7 3,667 4.1
11災害復旧費 0 - 0 - 0 0.0
12公債費 54,498 8.5 54,741 7.8 ▲ 243 ▲ 0.4
13予備費 0 - 0 - 0 0.0
歳出合計 640,100 100.0 703,908 100.0 ▲ 63,808 ▲ 9.1

款

　　　  （１６億２１百万円）等により、２３０億７７百万円、５６．２％の増となった。

令和３年度 令和２年度

　　  民生費は、子育て世帯への特別給付金給付事業の皆増（１９２億１４百万円）、住民税非課税世帯等

前年度比較

　　　  ４．１％の増となった。

　　  衛生費は、新型コロナウイルスワクチン接種事業の皆増（１６３億３百万円）、一般廃棄物処理施設

　　  商工費は、特別定額給付金給付事業の皆減（▲１，３２９億２０百万円）、中小企業資金融資事業の減

　　　　（▲１７億９１百万円）、中小企業支援事業の増（３億９６百万円）等により、１，３４４億９８百万円、

　　  総務費は、財政調整基金積立金の増（６０億４１百万円）、文化施設整備事業の増　（５３億１８百万円）、

　　　整備事業（環境施設整備課）の増（１６億３５百万円）、感染症予防事業（疾病予防対策課）の増

　　　　公共施設マネジメント基金積立金の増（４０億円）等により、１３５億５６百万円、２６．８％の増となった。

（注）金額については百万円単位のため増減額等が合わない場合があります。

　　  教育費は、特色ある学校づくり事業の増（２２億２８百万円）、教育情報ネットワーク推進事業の減

　　　  （▲１５億８９百万円）、小学校営繕事業の増（８億４７百万円）等により、３６億６７百万円、

　　　  ７８．０％の減となった。

　　　　臨時特別給付金給付事業の皆増（５６億９百万円）、特定教育・保育施設等運営事業の増

　　　　（４８億１６百万円） 等により、２８９億５百万円、１３．７％の増となった。

３ 歳出の主な特徴（目的別）
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　３１億３８百万円、４．７％の増となった。

第６表　＜歳出状況（性質別）＞ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：百万円、％）

金　額 構成比 金　額 構成比 増減額 増減率

127,726 20.0 126,152 17.9 1,574 1.2
166,520 26.0 136,362 19.4 30,158 22.1
54,455 8.5 54,702 7.8 ▲ 247 ▲ 0.5

348,701 54.5 317,216 45.1 31,485 9.9

70,413 11.0 67,275 9.6 3,138 4.7

220,986 34.5 319,417 45.3 ▲ 98,431 ▲ 30.8

640,100 100.0 703,908 100.0 ▲ 63,808 ▲ 9.1

　　　　新市民会館おおみや（RaiBoC Hall）の床取得費や中等教育学校整備事業の事業進捗による増等により、

　　 　その他の経費

　　 　義務的経費

　　 　投資的経費

（注）金額については百万円単位のため合計等が合わない場合があります。

　　　　特別定額給付金の終了や中小企業資金融資の減、高齢者インフルエンザ予防接種事業の接種者数の減

　　　　等により、９８４億３１百万円、３０．８％の減となった。

　　　　職員構成の変動等に伴う増等により、人件費が１５億７４百万円（１．２％）の増、特定教育・保育施設数の増加

　　　　に伴う運営費の増等により、扶助費が３０１億５８百万円（２２．１％）の増、利子支払額の減により、公債費が

　　　　２億４７百万円（０．５％）の減となるなど、全体で３１４億８5百万円、９．９％の増となった。

令和３年度 令和２年度
区　　分

前年度比較

投資的経費

その他の経費

歳出合計

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

計

義務的経費

４ 歳出の主な特徴（性質別）
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　令和３年度においても、継続して新型コロナウイルス感染症に対応したことにより、歳出決算額は

５８３億４４百万円となった。

　決算の主な内容は、子育て世帯への特別給付金給付事業が１８７億９４百万円、新型コロナウイルスワクチン

接種事業が１６２億５９百万円、住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業が５６億９百万円となってい

る。

５ 新型コロナウイルス感染症関連決算の特徴

●決算の主な内容
（単位：百万円）

事業名 内容 金額

子育て世帯への特別給付
金給付事業

・子育て世帯へ給付金の給付 18,794

新型コロナウイルスワクチン
接種事業

・新型コロナウイルス感染症の拡大防止及び個人の重症化を
防ぐため、全市民を対象とした予防接種の実施
・特設接種会場による集団接種の拡大、協力医療機関への支
援、コミュニティバスの土日運行の継続及びコールセンターの
通話料無料化等に係る経費

16,259

住民税非課税世帯等臨時
特別給付金給付事業

・非課税世帯等への臨時特別給付金の給付 5,609

中小企業資金融資事業
・中小企業への緊急特別資金融資(預託金)
・新型コロナウイルス対応臨時資金融資における利子補給金
の支給

3,456

中小企業支援事業
・小規模企業者等に対する一律１０万円の給付
・中小企業のDXの推進による生産性と付加価値向上支援

2,835

感染症予防事業
(疾病予防対策課）

・保険適用されたＰＣＲ検査等に係る費用を公費負担及びＰＣ
Ｒ検査の一部を外部の民間検査機関に依頼
・新型コロナウイルス感染症に関する相談支援の実施

2,194

感染症予防事業
(地域医療課)

・新型コロナウイルス感染症患者等のための病床確保や患者
受け入れを行った医療機関に対する補助金の交付

2,000
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第１表　＜全体の収支状況＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和３年度 令和２年度 増減額 増減率

325,335 315,062 10,273 3.3

320,471 311,733 8,738 2.8

317,526 307,747 9,779 3.2

2,944 3,985 ▲ 1,041 ▲ 26.1

324 463 ▲ 139 ▲ 30.1

2,621 3,523 ▲ 902 ▲ 25.6

　　　　余剰金の増加に伴う基金積立金の増（１４億１９百万円）、給付費等の支出見込み額と実績額との差額

　　　　による国県等への返還金額等の増加に伴う諸支出金の増（５億３百万円）等により、

　　　　４３億８４百万円、４．９％の増

　　　・  後期高齢者医療事業特別会計は、被保険者の増加に伴う広域連合への納付金の増

①予　算　現　額

　　　　　給付費の増（３４億６７百万円）、介護納付金額等の増になったことに伴い、県へ納める納付金の増

　　　・  介護保険事業特別会計は、要介護者の増加等に伴う保険給付費の増（２１億４４百万円）、前年度の

⑥実質収支額（④－⑤）

　　　・　国民健康保険事業特別会計は、新型コロナウイルス感染症による受診控えのリバウンドによる

　　　　（７億８２百万円）等により、８億４百万円、３．３％の増

③歳　出　総　額

④差引額（②－③）（形式収支額）

区　　　　分

　　　　

　（単位：百万円、％）

②歳　入　総　額

          　（１１億５８百万円）等により、５５億９３百万円、５．７％の増

（注）金額については百万円単位のため増減額等が合わない場合があります。

令和３年度　特別会計決算の概要

　　国民健康保険事業特別会計ほか１３会計の収支状況は、次のとおりである。

⑤翌年度へ繰り越すべき財源

● 主な特徴
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第２表　＜特別会計の状況 ＞

事    業 区分 令和３年度 令和２年度 増減額 増減率

歳入 103,577 99,090 4,488 4.5

歳出 103,218 97,625 5,593 5.7

歳入歳出差引額 360 1,465 ▲ 1,105 ▲ 75.5
翌年度へ繰り越すべき財
源 0 0 0 0.0

実質収支額 360 1,465 ▲ 1,105 ▲ 75.5

歳入 25,257 24,448 809 3.3

歳出 25,209 24,404 804 3.3

歳入歳出差引額 48 43 5 11.4
翌年度へ繰り越すべき財
源 0 0 0 0.0

実質収支額 48 43 5 11.4

歳入 95,598 91,048 4,550 5.0

歳出 93,480 89,096 4,384 4.9

歳入歳出差引額 2,117 1,951 166 8.5
翌年度へ繰り越すべき財
源 0 0 0 0.0

実質収支額 2,117 1,951 166 8.5

歳入 126 119 6 5.3

歳出 30 57 ▲ 26 ▲ 46.3

歳入歳出差引額 95 63 33 51.9
翌年度へ繰り越すべき財
源 0 0 0 0.0

実質収支額 95 63 33 51.9

歳入 494 364 130 35.8

歳出 470 273 197 71.9

歳入歳出差引額 24 90 ▲ 66 ▲ 73.3
翌年度へ繰り越すべき財
源 24 90 ▲ 66 ▲ 73.3

実質収支額 0 0 0 0.0

歳入 46 46 0 ▲ 0.4

歳出 46 46 0 ▲ 0.4

歳入歳出差引額 0 0 0 0.0
翌年度へ繰り越すべき財
源 0 0 0 0.0

実質収支額 0 0 0 0.0

歳入 853 1,052 ▲ 199 ▲ 19.0

歳出 840 1,021 ▲ 181 ▲ 17.7

歳入歳出差引額 13 32 ▲ 19 ▲ 59.1
翌年度へ繰り越すべき財
源 13 32 ▲ 19 ▲ 59.1

実質収支額 0 0 0 0.0

歳入 1,221 1,221 0 0.0

歳出 1,177 1,187 ▲ 11 ▲ 0.9

歳入歳出差引額 44 33 11 31.6
翌年度へ繰り越すべき財
源 44 33 11 31.6

実質収支額 0 0 0 0.0

食肉中央卸売市場及びと畜場事業

用地先行取得事業

大宮駅西口都市改造事業

東浦和第二土地区画整理事業

介護保険事業

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

後期高齢者医療事業

国民健康保険事業

（単位：百万円、％）
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事    業 区分 令和３年度 令和２年度 増減額 増減率

歳入 886 1,119 ▲ 233 ▲ 20.8

歳出 845 1,031 ▲ 187 ▲ 18.1

歳入歳出差引額 41 87 ▲ 46 ▲ 52.8
翌年度へ繰り越すべき財
源 41 87 ▲ 46 ▲ 52.8

実質収支額 0 0 0 0.0

歳入 373 858 ▲ 485 ▲ 56.5

歳出 349 813 ▲ 464 ▲ 57.1

歳入歳出差引額 24 45 ▲ 21 ▲ 46.4
翌年度へ繰り越すべき財
源 24 45 ▲ 21 ▲ 46.4

実質収支額 0 0 0 0.0

歳入 683 847 ▲ 165 ▲ 19.4

歳出 651 756 ▲ 105 ▲ 13.9

歳入歳出差引額 32 91 ▲ 59 ▲ 64.9
翌年度へ繰り越すべき財
源 32 91 ▲ 59 ▲ 64.9

実質収支額 0 0 0 0.0

歳入 227 170 57 33.4

歳出 132 87 45 52.2

歳入歳出差引額 95 84 12 13.9
翌年度へ繰り越すべき財
源 95 84 12 13.9

実質収支額 0 0 0 0.0

歳入 133 94 39 42.1

歳出 83 94 ▲ 10 ▲ 11.1

歳入歳出差引額 50 0 50 0.0
翌年度へ繰り越すべき財
源 50 0 50 0.0

実質収支額 0 0 0 0.0

歳入 90,997 91,257 ▲ 260 ▲ 0.3

歳出 90,997 91,257 ▲ 260 ▲ 0.3

歳入歳出差引額 0 0 0 0.0
翌年度へ繰り越すべき財
源 0 0 0 0.0

実質収支額 0 0 0 0.0

歳入合計 320,471 311,733 8,738 2.8

歳出合計 317,526 307,747 9,779 3.2

歳入歳出差引額 2,944 3,985 ▲ 1,041 ▲ 26.1

　

浦和東部第一特定土地区画整理事業

南与野駅西口土地区画整理事業

指扇土地区画整理事業

江川土地区画整理事業

公債管理

（単位：百万円、％）

大門下野田特定土地区画整理事業

（注）金額については百万円単位のため合計、増減額等が合わない場合があります。
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１　健全化判断比率

令和元年度 令和２年度 令和３年度 早期健全化基準 財政再生基準

　一般会計等（一般会計、母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計、用地先行取得事業特別会計、

大宮駅西口都市改造事業特別会計、南与野駅西口土地区画整理事業特別会計、公債管理特別会計）

の赤字額の標準財政規模に対する比率

令和元年度 令和２年度 令和３年度 早期健全化基準 財政再生基準

　市の全会計を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率

令和元年度 令和２年度 令和３年度 早期健全化基準 財政再生基準

　③　実質公債費比率 5.3% 5.8% 6.5% 25% 35%

　公債費、公営企業の公債費への繰出金、一時借入金利子等に要した一般財源の標準財政規模に対

する比率（令和元年度～令和３年度の３ヵ年平均）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 早期健全化基準 財政再生基準

　④　将来負担比率 32.0% 28.2% 18.9% 400%

　市債残高、公営企業の公債費への繰出見込額、現在の職員の退職手当総額、出資法人等への損失

補償、一部事務組合の赤字額等の合計の標準財政規模に対する比率

令和元年度 令和２年度 令和３年度 経営健全化基準

２　資金不足比率 － － － 20%

 （9企業会計）

　公営企業会計毎の事業規模に対するそれぞれの資金不足額の比率

　対象となる会計：食肉中央卸売市場及びと畜場事業特別会計、東浦和第二土地区画整理事業特別会計、

　　　　　　　　　浦和東部第一特定土地区画整理事業特別会計、指扇土地区画整理事業特別会計、

　　　　　　　　　江川土地区画整理事業特別会計、大門下野田特定土地区画整理事業特別会計、

　　　　　　　　　水道事業会計、病院事業会計、下水道事業会計

令和３年度　健全化判断比率及び資金不足比率

　②　連結実質赤字比率

　①　実質赤字比率 11.25% 20%

16.25% 30%

－ －

－ －

－

－
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第１表　＜水道事業会計の収益的収支の状況＞

区　　　　分 令和３年度 令和２年度 増　減　額 増　減　率

水道事業収益 31,037 30,509 528 1.7

水道事業費用 25,806 25,709 97 0.4

当年度損益 5,231 4,800 431 9.0

第２表　＜病院事業会計の収益的収支の状況＞

区　　　　分 令和３年度 令和２年度 増　減　額 増　減　率

病院事業収益 25,704 22,920 2,784 12.1

病院事業費用 24,401 22,843 1,558 6.8

当年度損益 1,303 77 1,226 1,592.2

第３表　＜下水道事業会計の収益的収支の状況＞

区　　　　分 令和３年度 令和２年度 増　減　額 増　減　率

下水道事業収益 24,771 24,513 258 1.1

下水道事業費用 23,790 23,693 97 0.4

当年度損益 981 820 161 19.6

（単位:百万円（税抜）、％）

２　病院事業会計の主な特徴

★当年度損益は、入院収益及び外来収益が増加し、新型コロナウイルス感染症

   関連の補助金が措置されたことにより、対前年度比で１，５９２．２％の増、

   １３億３百万円の黒字となった。

（単位:百万円（税抜）、％）

３　下水道事業会計の主な特徴

★当年度損益は、下水道使用料が増加したことなどにより、

　 対前年度比で１９．６％の増、９億８１百万円の黒字となった。

（単位:百万円（税抜）、％）

令和３年度　公営企業会計決算の概要

１　水道事業会計の主な特徴

★当年度損益は、水道料金や分担金等の収益が増加したことなどにより、

対前年度比で９．０％の増、５２億３１百万円の黒字となった。
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１　基本業務量

予定 実績 増減 増減率(％)

　給水件数 (件) 626,451 632,846 6,395 1.0

　年間総給水量 ( ) 134,210,500 136,261,700 2,051,200 1.5

２　収益的収支の状況 ※ 消費税込み（単位：百万円）

最終予算額 決算額
収入は増減額
支出は不用額

執行率(％)

33,402 33,965 563 101.7

28,857 27,748 1,109 96.2

３　純利益 ※ 消費税抜き（単位：百万円）

最終予算額 決算額 増減額 増減率(％)

3,370 5,231 1,861 55.2

４　資本的収支の状況 ※ 消費税込み（単位：百万円）

最終予算額 決算額
収入は増減額
支出は不用額

執行率(％)

6,305 3,804 ▲ 2,501 60.3

22,569 16,577 2,006 73.5

区分

令和３年度　さいたま市水道事業会計決算概要

区分

区分

　収　益　的　収　入

　収　益　的　支　出

※ 資本的収入が支出に対し不足する額は、損益勘定留保資金等で補 した。

※ 資本的支出の不用額は令和４年度への繰越額3,986百万円を除く。

純　　利　　益

区分

　資　本　的　収　入

　資　本　的　支　出
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１　業務量

予定 実績 増減 増減率(％)

(床) 587 587 0 0.0

(床) 50 50 0 0.0

(人) 174,835 156,729 ▲ 18,106 ▲ 10.4

(人) 6,205 8,726 2,521 40.6

(人) 248,050 254,237 6,187 2.5

２　収益的収支の状況 ※ 消費税込み（単位：百万円）

最終予算額 決算額
収入は増減額
支出は不用額

執行率(％)

24,922 25,756 834 103.3

25,511 24,437 1,068 95.8

３　純利益 ※ 消費税抜き（単位：百万円）

最終予算額 決算額 増減額 増減率(％)

▲ 589 1,303 1,892 321.2

４　資本的収支の状況 ※ 消費税込み（単位：百万円）

最終予算額 決算額
収入は増減額
支出は不用額

執行率(％)

1,967 1,450 ▲ 517 73.7

3,623 3,044 12 84.0

　収　益　的　支　出

区分

純　　利　　益

区分

※ 資本的支出の不用額は令和４年度への繰越額567百万円を除く。

入院患者（結核・精神）

令和３年度　さいたま市病院事業会計決算概要

区分

病床数（一般病床）

病床数（結核・精神）

入院患者（一般）

　外来患者

　資 本 的 収 入

　資 本 的 支 出

※ 収益的支出の不用額は令和４年度への繰越額6百万円を除く。

※ 資本的収入が支出に対し不足する額は、損益勘定留保資金で補 した。

区分

　収　益　的　収　入
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１　基本業務量

予定 実績 増減 増減率(％)

汚水処理戸数 (戸) 553,300 551,011 ▲ 2,289 ▲ 0.4

( ) 148,446,000 148,553,019 107,019 0.1

２　収益的収支の状況 ※ 消費税込み（単位：百万円）

最終予算額 決算額
収入は増減額
支出は不用額

執行率(％)

25,808 26,469 661 102.6

24,940 24,636 304 98.8

３　純利益 ※ 消費税抜き（単位：百万円）

最終予算額 決算額 増減額 増減率(％)

166 981 815 491.0

４　資本的収支の状況 ※ 消費税込み（単位：百万円）

最終予算額 決算額
収入は増減額
支出は不用額

執行率(％)

16,352 11,389 ▲ 4,963 69.6

29,782 23,233 748 78.0

　収　益　的　支　出

令和３年度　さいたま市下水道事業会計決算概要

区分

年間総汚水処理水量

区分

　収　益　的　収　入

※ 資本的支出の不用額は令和４年度への繰越額5,801百万円除く。

区分

純　　利　　益

区分

　資　本　的　収　入

　資　本　的　支　出

※ 資本的収入が支出に対し不足する額は、損益勘定留保資金等で補 した。
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